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１．平成18年12月期の業績（平成18年１月１日～平成18年12月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年12月期 686 △44.0 △138 － △137 －

17年12月期 1,225 84.5 188 464.8 174 522.1

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年12月期 △190 － △2,143 09 － － △13.5 △8.2 △20.0

17年12月期 175 242.1 2,192 50 1,862 58 21.0 15.2 14.2

（注）①期中平均株式数 18年12月期 88,974株 17年12月期 79,959株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年12月期 1,551 1,448 93.4 15,656 52

17年12月期 1,813 1,380 76.1 15,869 92

（注）①期末発行済株式数 18年12月期 92,515株 17年12月期 87,000株

②期末自己株式数 18年12月期 －株 17年12月期 －株

２．平成19年12月期の業績予想（平成19年１月１日～平成19年12月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 502 11 10

通期 1,129 49 47

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　517円79銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向
（％）

純資産配当
率（％）第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 その他 年間

17年12月期 － － － － － － － － －

18年12月期 － － － － － － － － －

19年12月期（予想） － － － － － －    

（注）18年12月期期末配当金の内訳　記念配当　－円－銭　特別配当　－円－銭

その他の内訳　別紙参照

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は「平成18年12月期決算短信（連結）」添付資料の７ページを参照して下さい。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成17年12月31日）
当事業年度

（平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   492,382   346,147  

２　売掛金 ※１  457,539   230,436  

３　有価証券   599,975   200,000  

４　商品   25,166   2,451  

５　製品   7,934   7,263  

６　材料   55,592   5,159  

７　仕掛品   4,165   6,425  

８  前渡金   －   10,568  

９　前払費用   5,841   4,081  

10  関係会社短期貸付金   －   150,000  

11  未収消費税   －   6,829  

12  その他   2,966   12,166  

　貸倒引当金   △431   △227  

流動資産合計   1,651,134 91.0  981,302 63.3

Ⅱ　固定資産        

１　有形固定資産        

(1）建物附属設備  42,417   61,620   

減価償却累計額  △23,327 19,090  △28,436 33,184  

(2）工具器具備品  45,782   30,610   

減価償却累計額  △41,380 4,402  △26,526 4,084  

有形固定資産合計   23,493 1.3  37,268 2.4

２　無形固定資産        

(1）商標権   49,568   42,037  

(2）ソフトウェア   42,102   13,092  

(3）その他   2,392   14,551  

無形固定資産合計   94,063 5.2  69,681 4.5

３　投資その他の資産        

(1）関係会社株式   25,000   379,084  

(2) 関係会社長期未収入金   －   33,808  

(3）差入保証金   16,780   16,780  

(4) 長期前払費用   －   36,241  

　　貸倒引当金   －   △4,783  

投資その他の資産合計   41,780 2.3  461,130 29.7

 固定資産合計   159,336 8.8  568,081 36.6

Ⅲ　繰延資産        

１　新株発行費   2,993   －  

２　株式交付費   －   1,729  

繰延資産合計   2,993 0.2  1,729 0.1

資産合計   1,813,464 100.0  1,551,112 100.0
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前事業年度

（平成17年12月31日）
当事業年度

（平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金 ※１  335,314   23,576  

２  未払金   －   8,764  

３　未払費用 ※１  45,881   30,297  

４　未払法人税等   5,293   1,990  

５　未払消費税等   10,564   －  

６　前受金   30,866   32,417  

７　預り金   4,862   3,737  

８　返品調整引当金   －   568  

９　その他   －   1,298  

流動負債合計   432,781 23.9  102,649 6.6

負債合計   432,781 23.9  102,649 6.6

（資本の部）        

Ⅰ　資本金 ※２  767,500 42.3  － －

Ⅱ　資本剰余金        

１　資本準備金  537,500   －   

資本剰余金合計   537,500 29.6  － －

Ⅲ　利益剰余金        

１　当期未処分利益  75,683   －   

利益剰余金合計   75,683 4.2  － －

資本合計   1,380,683 76.1  － －

負債及び資本合計   1,813,464 100.0  － －
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前事業年度

（平成17年12月31日）
当事業年度

（平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　株主資本        

１　資本金   － －  789,734 50.9

２　資本剰余金        

(1）資本準備金  －   665,028   

(2）その他資本剰余金  －   108,696   

資本剰余金合計   － －  773,724 49.9

３　利益剰余金        

(1）その他利益剰余金       

繰越利益剰余金  －   △114,996   

利益剰余金合計   － －  △114,996 △7.4

株主資本合計   － －  1,448,463 93.4

純資産合計   － －  1,448,463 93.4

負債純資産合計   － －  1,551,112 100.0

        

－ 4 －



(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   1,225,924 100.0  686,569 100.0

Ⅱ　売上原価        

１　期首商品及び製品棚卸高  7,182   33,101   

２　当期商品仕入高  25,166   117,948   

３　当期製品製造原価  469,165   43,214   

４　ソフトウェア償却額  40,817   37,788   

５　支払ロイヤリティ  66,023   29,851   

合計  608,356   261,905   

６　期末商品及び製品棚卸高  33,101 575,254 46.9 31,150 230,754 33.6

売上総利益   650,669 53.1  455,814 66.4

返品調整引当金繰入額   － －  568 0.1

差引売上総利益   650,669 53.1  455,246 66.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2  461,753 37.7  593,517 86.4

営業利益又は営業損失
（△）

  188,915 15.4  △138,271 △20.1

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息 ※３ 353   3,761   

２　有価証券利息  －   110   

３　為替差益  2,265   281   

４　貸倒引当金戻入益  －   431   

５　販売奨励金  656   387   

６　業務受託料収入  ※３ －   4,420   

７　その他  845 4,121 0.3 324 9,716 1.4

Ⅴ　営業外費用        

１　支払利息  1,081   －   

２　貸倒引当金繰入額  －   23   

３　上場準備費用  15,010   －   

４　新株発行費償却額  1,851   －   

５  株式交付費償却額  －   1,946   

６　たな卸資産評価損  －   6,831   

７　その他  744 18,687 1.5 24 8,826 1.3

経常利益又は経常損失
（△）

  174,349 14.2  △137,381 △20.0
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前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１　前期損益修正益  134   －   

２　貸倒引当金戻入益  114   －   

３　投資有価証券売却益  －   －   

４　過年度債務取崩益  17,596 17,846 1.5 － － －

Ⅶ　特別損失        

１　前期損益修正損  790   －   

２　営業権償却  15,833   －   

３　関係会社貸倒引当金繰入
額

 －   4,760   

４　たな卸資産評価損  －   18,359   

５　ソフトウェア臨時償却  －   17,308   

６　長期前払ロイヤリティ臨
時償却

 －   8,094   

７　その他  － 16,623 1.4 3,165 51,688 7.5

税引前当期純利益又は税
引前当期純損失（△）

  175,571 14.3  △189,069 △27.5

法人税、住民税及び事業
税

 261   950   

過年度法人税、住民税及
び事業税 

 － 261 0.0 660 1,610 0.2

当期純利益又は当期純損
失(△）

  175,310 14.3  △190,679 △27.7

　　　前期繰越損失   99,626   －  

  　　当期未処分利益   75,683   －  
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  415,120 81.6 9,965 12.1

Ⅱ　労務費  41,176 8.1 25,457 31.0

Ⅳ　経費 ※２ 52,481 10.3 46,659 56.9

当期総製造費用  508,779 100.0 82,082 100.0

期首仕掛品たな卸高  2,509  4,165  

合計  511,289  86,248  

他勘定振替高 ※３ 37,957  36,607  

期末仕掛品たな卸高  4,165  6,425  

当期製品製造原価  469,165  43,214  

　（注）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

　１　当社の原価計算は個別原価計算を採用しております。　１　当社の原価計算は個別原価計算を採用しております。

※２　経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※２　経費の主な内訳は次のとおりであります。

業務委託費 42,252千円

賃借料 5,974千円

減価償却費 884千円

業務委託費 40,114千円

賃借料 4,916千円

減価償却費 418千円

※３　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※３　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

ソフトウェア 35,804千円

ソフトウェア仮勘定 2,152千円

計 37,957千円

ソフトウェア仮勘定 36,607千円

計 36,607千円

－ 7 －



(3）株主資本等変動計算書

当事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金合計

その他
利益剰余金

繰越利益剰余金

平成17年12月31日残高（千円） 767,500 537,500 － 537,500 75,683 1,380,683

事業年度中の変動額       

新株予約権の行使に伴う
新株の発行

22,234 22,234 － 22,234 － 44,469

株式交換に伴う新株の発行 － 105,293 108,696 213,990 － 213,990

当期純損失 － － － － △190,679 △190,679

事業年度中の変動額合計（千円） 22,234 127,528 108,696 236,224 △190,679 67,779

平成18年12月31日残高（千円） 789,734 665,028 108,696 773,724 △114,996 1,448,463

－ 8 －



(4）キャッシュ・フロー計算書

  
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益  175,571

減価償却費  65,961

営業権償却  15,833

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △5,320

受取利息  △353

為替差損益（益：△）  △1,058

支払利息  1,081

新株発行費償却額  1,851

上場準備費用  15,010

売上債権の増減額（増加：△）  △319,888

たな卸資産の増減額（増加：△）  △73,388

前渡金の増減額（増加：△）  39

前払費用の増減額（増加：△）  △2,489

仕入債務の増減額（減少：△）  283,384

未払費用の増減額（減少：△）  9,108

前受金の増減額（減少：△）  △9,135

預り金の増減額（減少：△）  1,978

未払消費税等の増減額（減少：△）  4,738

その他  3,838

小計  166,762

利息の受取額  353

利息の支払額  △2,001

法人税等の支払額  △288

営業活動によるキャッシュ・フロー  164,826

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出  △232

有形固定資産の売却による収入  160

無形固定資産の取得による支出  △37,957

その他  120

投資活動によるキャッシュ・フロー  △37,909
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前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（減少：△）  △50,000

株式の発行による収入  901,562

財務活動によるキャッシュ・フロー  851,562

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  1,058

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額  979,537

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  112,820

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,092,357

   

(5）利益処分計算書

  
前事業年度

（株主総会承認日
平成18年３月27日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   75,683

Ⅱ　利益処分額   －

Ⅲ　次期繰越利益   75,683
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重要な会計方針

 

項目 

 

前事業年度

（自　平成17年１月１日

至　平成17年12月31日）

当事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

１　有価証券の評価基準及び 　

　評価方法　　　　　

(1）満期保有目的債券

　償却原価法（定額法）を採用しており

ます。

(1）満期保有目的債券

　同左

 

 

(2）関係会社株式

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

(2）関係会社株式

　同左

 

 

 

 

(3)その他有価証券

  時価の無いもの

 　  移動平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

(1）商品

　先入先出法による原価法

(1）商品

　先入先出法による原価法

 

 

(2）製品

　個別法に基づく原価法

(2）製品

　先入先出法による原価法

 

 

(3）材料

　最終仕入原価法

(3）材料

　先入先出法による原価法

 

 

(4）仕掛品

　個別法による原価法

(4）仕掛品

　同左

（会計方針の変更）

　製品の評価方法は、従来、個別法に

基づく原価法を採用しておりましたが、

今後の取扱品種の拡大により個別法に

よる評価が困難となることが見込まれ

ることから、先入先出法に基づく原価

法に変更いたしました。

　なお、この変更による財務諸表に与

える影響は軽微であります。

（追加情報）

　材料の評価方法は、従来、最終仕入

原価法を採用しておりましたが、材料

の重要性が増してきたことから、先入

先出法に基づく原価法に変更いたしま

した。

　なお、この変更による財務諸表に与

える影響は軽微であります。
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項目 

 

前事業年度

（自　平成17年１月１日

至　平成17年12月31日）

当事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

３　固定資産の減価償却の方法

 

 

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。なお、主

な耐用年数は次のとおりであります。

建物附属設備　15年

工具器具備品　３～８年

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。なお、

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物附属設備　８～15年

工具器具備品　３～15年

 

 

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。ただし、

市場販売目的のソフトウェアについては、

見込販売数量に基づく償却額と見込販売

可能期間（３年）に基づく均等償却額を

比較し、いずれか大きい額を計上してお

ります。また、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。また、営業権については、投資の

効果が及ぶ期間（５年）で均等償却して

おります。

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。ただし、

市場販売目的のソフトウェアについて

は、見込販売数量に基づく償却額と見

込販売可能期間（３年）に基づく均等

償却額を比較し、いずれか大きい額を

計上しております。また、自社利用の

ソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

  (3）　　　  ―――――― (3）長期前払費用

 　　長期前払ロイヤリティは、使用料相当

額を費用へ振りかえております。　

４　繰延資産の処理方法

 

新株発行費

　３年間で均等償却しております。

株式交付費

　３年間で均等償却しております。

 （会計方針の変更）

　「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会　平

成18年8月11日　実務対応報告第19号）

を当会計期間から適用しております。

　前事業年度まで、繰延資産の部にお

いて表示しておりました「新株発行

費」は、当事業年度から「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」によ

り「株式交付費」として表示しており

ます。

　また、前事業年度まで、営業外費用

において表示しておりました「新株発

行費償却」は、当事業年度から「繰延

資産の会計処理に関する当面の取扱

い」により「株式交付費償却」として

表示しております。

５　外貨建の資産及び負債の本

邦への換算基準

　外貨建金銭債権債務の資産及び負債につ

いては、決算日の為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

　同左
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項目 

 

前事業年度

（自　平成17年１月１日

至　平成17年12月31日）

当事業年度

（自　平成18年１月１日

至　平成18年12月31日）

６　引当金の計上基準

 

(1）貸倒引当金

　金銭債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

(1）貸倒引当金

　同左

 

 

(2）　　　　　――――――

 

(2）返品調整引当金

　商品及び製品の返品による損失に備

えるため、過去の返品実績率に基づく

返品損失見込額を計上しております。

（追加情報）

　従来、製品の返品に伴う損失は返品

を受けた期の売上高の控除として処理

しておりましたが、金額的重要性が増

してきたため、当中間会計期間から過

去の返品実績率に基づく返品損失見込

額を返品調整引当金として計上する方

法に変更いたしました。この結果、従

来の方法による場合に比べ、差引売上

総利益が 568千円減少し、営業損失及

び経常損失、税引前当期純利益又は当

期純損失が568千円増加しております。

７　収益の計上基準 　取引先の検収を要する受託業務について

は、検収基準を採用しております。製品の

提供につきましては、出荷基準を採用して

おります。

　同左

８　リース取引の処理方法 ―――――― 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

９　キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

――――――

10　その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 

消費税等の処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

消費税等の処理方法

　同左
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  会計方針の変更

前事業年度

（自　平成17年１月１日

　　 至　平成17年12月31日） 

当事業年度

（自　平成18年１月１日

     至　平成18年12月31日） 

 ―――――― （企業結合に係る会計基準）

　当会計期間から「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会平成17年12月27日　

企業会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委

員会平成17年12月27日　企業会計基準第10号）を適用し

ております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

　  固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成

15年10月31日）が平成18年12月31日に終了する事業年度

に係る財務諸表から適用できることになったことに伴い、

当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。

  これによる損益に与える影響はありません 

 ―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

  当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は、 1,448,463千

円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

 ―――――― （ストックオプション等に関する会計基準等）

　　当事業年度から「ストックオプション等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準第８号）及び「ストックオプション等に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成17

年12月27日　企業会計基準適用指針第11号）を適用して

おります。

　これによる損益に与える影響はありません。
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追加情報

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

　「地方税等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９

号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以

後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日　企業会計基準委員会　実務対応

報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計上しております。

　この結果、販売費及び一般管理費が5,003千円増加し、

営業利益、経常利益、税引前当期純利益が同額減少してお

ります。

――――――
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年12月31日）

当事業年度
（平成18年12月31日）

※１　関係会社に対する資産及び負債は次のものがありま

す。

※１　関係会社に対する資産及び負債は次のものがありま

す。

売掛金 26,106千円

買掛金 362千円

未払費用 11,357千円

売掛金 119,446千円

買掛金 11,213千円

未払費用 15,060千円

※２　授権株式数及び発行済株式総数  ――――――

授権株式数 普通株式 308,000株

発行済株式総数 普通株式 87,000株

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。

販売手数料 14,363千円

貸倒引当金繰入額 431千円

給与手当 187,126千円

法定福利費 25,644千円

支払報酬 44,794千円

賃借料 33,697千円

減価償却費 24,458千円

販売手数料 11,393千円

貸倒引当金繰入額 227千円

給与手当 212,830千円

役員報酬 45,272千円

法定福利費 29,983千円

支払報酬 80,608千円

賃借料 47,594千円

減価償却費 14,083千円

　販売費に属する費目のおおよその割合は4.3％、一

般管理費に属する費目のおおよその割合は95.7％であ

ります。

　販売費に属する費目のおおよその割合は3.7％、一

般管理費に属する費目のおおよその割合は96.3％であ

ります。

※２　　　　　　　 ―――――― ※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 65,355千円

※３　関係会社との取引は、次のとおりであります。 ※３　関係会社との取引は、次のとおりであります。

支払利息 1,081千円 関係会社からの受取利息 3,408千円

関係会社からの受取業務

受託手数料
4,420千円

（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

  ――――――

現金及び預金勘定 492,382千円

有価証券勘定 599,975千円

計 1,092,357千円

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

―――――― 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額

（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額

（千円）

工具器具備品 2,939 1,585 1,354

合計 2,939 1,585 1,354

 

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 572千円

１年超 1,558千円

合計 2,131千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 663千円

減価償却費相当額 982千円

支払利息相当額 118千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成17年12月31日現在）

１．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額

内容 貸借対照表計上額（千円）

満期保有目的債券　ＣＰ 599,975

２．満期保有目的債券の今後の償還予定額

区分
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

国債・地方債等 － － － －

社債 － － － －

その他 599,975 － － －

合　計 599,975 － － －

当事業年度（平成18年12月31日現在）

１．子会社株式、関連会社株式で時価のあるものはありません。

 

（デリバティブ取引関係）

※　当事業年度における「デリバティブ取引関係」については、連結財務諸表における注記事項として

　　記載しております。

 前事業年度（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）

 　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（退職給付関係）

 ※当事業年度における「退職給付制度関係」については、連結財務諸表における注記事項として記載しておりま

す。

前事業年度（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）

　当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成17年12月31日）

当事業年度
（平成18年12月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 （千円）

未払事業税 2,036

繰越欠損金 552,958

ソフトウェアの償却超過額 6,353

営業権の償却超過額 6,444

繰延税金資産小計 567,792

評価性引当金 △567,792

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債 －

繰延税金資産（負債）の純額 －

繰延税金資産 （千円）

未払事業税 425

減価償却費超過額 23,268

貸倒引当金 2,039

たな卸資産評価損 10,252

繰越欠損金 120,966

その他 956

繰延税金資産小計 157,909

評価性引当金 △157,909

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債 －

繰延税金資産（負債）の純額 －

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 　　税引前当期純損失が計上されているため、記載はして

おりません。

 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
0.8

住民税等均等割 0.2

評価性引当金 △42.4

その他 0.9

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
0.2

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 25,000

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 19,835

持分法を適用した場合の投資損失の金額（千円） 32,360
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（関連当事者との取引）

 　　　前事業年度（自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日）

　　　１．親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
㈱ライブド

ア

東京都

新宿区
86,285

ウェブ事業、

ネットワー

ク事業、コ

マース事業、

ソフトウェ

ア事業、投

資事業

（被所有）

66.3％

兼任

2名

製品・

サービス

の提供、

賃借物件

の借入

製品の販売 5,513

売掛金 106サポート

サービスの

提供

1,200

製品材料仕

入
1,939

未払費用 1,815賃借料※１ 15,392

役務提供料

※２
2,494

短期借入金

の返済※３
50,000

－ －

支払利息 1,081

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりす。 

 　　　　 ２．取引条件及び取引条件の決定方針等

              下記以外の取引条件については、市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有しない

              他の当事者との取引と同様に決定しております。

              ※１　賃借料に関しましては、近隣の賃料を参考にした価格によっております。なお、同取引は平成

                    18年２月をもって解消しております。

              ※２　役務の提供の対価は、原価相当額の支払いとなっております。

              ※３　利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

 

　　２．役員及び個人主要株主等

　該当事項はありません。

３．子会社等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会

社

Turbolinux 

China Co.,

Ltd.

中国

北京市

361万

米ドル

Linux製品

の販売

（所有）

直接　

49.0

兼任

２名

派遣

１名

製品の提

供

ロイヤリ

ティ収入
7,483 売掛金 26,000

ロイヤリ

ティ支払
102 買掛金 362

販売手数料 1,021 未払費用 9,542

　（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等

取引条件については、市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有しない他の当事者との取引

と同様に決定しております。
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3．兄弟会社等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社

の子会

社

弥生㈱
東京都

港区
10

業務ソフト

ウェア及び

関連サービ

スの開発・

販売・保守

－
兼任

１名

製品の提

供

当社製品の

販売
49,000 － －

㈱ライブド

アファイナ

ンス

東京都

港区
38

プライベー

トエクイ

ティファイ

ナンス事業

－
兼任

２名

役務の受

入

派遣人員の

受入
743 － －

㈱ライブド

アビジネス

ソリュー

ションズ

東京都

港区
21

ＷＥＢ受託

ビジネス
－

兼任

１名

製品の提

供

当社製品の

販売
190 － －

㈱ライブド

アコミュニ

ケーション

ズ

東京都

渋谷区
50

ＣＲＭソ

リューショ

ン事業

－
兼任

１名

役務の受

入

サポート外

注費
3,000 未払費用 2,205

メディアエ

クスチェン

ジ㈱

東京都

豊島区
4,093

インター

ネットサー

ビス

－ －
製品の提

供

当社製品の

販売
7,960 売掛金 8,358

Myrice 

Ltd.

中国

上海市

1,927万

人民元

ポータルサ

イトの開

発・運営

－ －
製品の提

供

当社製品の

販売
2,416 － －

ネットアン

ドセキュリ

ティ総研㈱

東京都

港区
151

インター

ネットコン

テンツの企

画・運営・

管理・受託

調査

－
兼任

１名

製品・役

務の提供

当社製品の

販売
25

－ －
教育サービ

スの提供
50

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

取引条件については、市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と関連を有しない他の当事者との取

引と同様に決定しております。

３．㈱ライブドアビジネスソリューションズは、平成17年９月30日付で㈱ライブドアの連結子会社ではなくなり

ました。

４．㈱ライブドアコミュニケーションズは、平成17年８月18日付で㈱ライブドアの連結子会社ではなくなりまし

た。

５．メディアエクスチェンジ㈱は、平成17年12月12日付で㈱ライブドアの連結子会社となりました。

６．上記以外の取引で、プラネックスコミュニケーションズ㈱（東京都渋谷区）へ販売した当社製品（指紋認証

ユニット）については、その後、同社が西京ライブドア銀行設立準備室（㈱西京銀行　51％、㈱ライブドア

フィナンシャルホールディングス　49％の出資比率にて設立予定）に販売しております。これに関する当社

の売上高は189,000千円となっております。

 　　※   当事業年度における「関連当事者との取引」については、連結財務諸表における注記事項として

          記載してあります。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年1月１日 
至　平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 15,869円92銭

１株当たり当期純利益金額 2,192円50銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益

1,862円58銭

１株当たり純資産額 15,656円52銭 

１株当たり当期純損失金額 2,143円09銭 

　

 

 なお、潜在株式調整後一株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失金額であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△）の算定上の基礎

 
前事業年度

（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

 当事業年度 
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 175,310 △190,679

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
175,310 △190,679

普通株式の期中平均株式数（株） 79,959 88,974

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 14,163 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

－

普通株式に対する新株予

約権　８種類

 

新株予約権の数

11,347個　
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

当事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

（親会社である株式会社ライブドアの上場廃止ならびに同

社元代表取締役等の逮捕について）

　当社の親会社である株式会社ライブドアにつきまして

は、平成18年３月13日に証券取引法違反の嫌疑で告発さ

れ、東京証券取引所が平成18年４月14日付での上場廃止

を決定しております。

　また、同社の元代表取締役堀江貴文他４名が平成18年

３月14日に証券取引法違反の容疑で東京地方検察庁に起

訴されました。

　本事件が当社の業績・財務状況について影響を及ぼす

可能性がありますが、具体的な数値については不明であ

ります。

――――――

（子会社の設立）

　平成18年２月７日開催の取締役会において、インド及

び周辺アジア諸国に対する営業を主たる目的として下記

の要領による子会社の設立を決議いたしました。

(1）商号：Turbolinux India Private Limited

(2）代表者：矢野広一

(3）本店所在地：インド国ハルヤナ州

(4）設立時払込金額：27,200千インドルピー

(5）当社出資比率：55.0％

(6）決算期：３月

(7）事業内容：LinuxＯＳ製品及びその関連製品・サー

ビスの開発と販売

――――――
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７.　役員の異動（平成19年3月27日付）
　記載が可能になり次第開示いたします。
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